
医療DX推進研修－人材育成プログラム
医療DX時代の診療所を支える人材育成

【研修の概要】
本研修は、医療DXに関連する知識・技能を有する人材を育成し、医療現場で必要となる
デジタル技術の理解と活用能力を身につけることを目的としています。
　●国の推進する医療DXの全体像と目的を深く理解する。
　●オンライン資格確認、マイナ保険証、電子処方箋の具体的な仕組み、メリット、
　　および導入・運用上の注意点を習得する。
　●医療DXに関する診療報酬上の加算（医療DX推進体制整備加算、医療情報取得加算）の要件と
　　算定方法を理解し、今後のクリニック運営に役立てる。
　●将来的な電子カルテの標準化や全国医療情報プラットフォームの構築に関する国の計画を把握し、
　　対応に向けた準備の視点を得る。

【開催概要】
●形式：　オンライン講座（希望により日程調整可能な場合：講師出向）
●対象：　クリニック・診療所の医師、看護師、医療事務スタッフ
●研修プログラム
　　・コアプログラム（座学１０時間）：　400,000万円（税抜き）・・・交通費は別途お見積り
 ※１医療機関１０名程度
　　・オプション（ダイナミクスを利用している医療機関向け　実習3時間：　追加100,000円（税抜き）
　　　※１医療機関３名程度
●開催期間：　2025/10/1ー2026/3/31（期間内で2-6回）
　　・開催スケジュール例　週１回プラン（毎週〇曜日　2時間×5日）
　　　　　　　　　　　　集中２回プラン（1日　5時間×２日）
 ※実習3時間は、1回プランのみになります。
●終了証：　コアプログラム全過程を修了された方には研修終了証を発行します

【主な研修内容（コアプログラム）】
●医療DXの基礎と全体像
●マイナ保険証とオンライン資格確認システム
●電子処方箋
●サイバーセキュリティ・障害時対応
●電子カルテの標準化と医療DXの未来

【オプション内容】
ダイナミクスの電子カルテをお使いの医療機関向けに、オンライン資格確認、電子処方箋等、
実機を用いて操作演習（３時間）をご提供します。

TEL :　03-5857-8771
メールアドレス：info@itsjoto.com
住所：〒136-0073　東京都江東区北砂5-8-5-302
ホームページ：www.itsjoto.com

お問合せ
お申込み

        ▪ 運用開始日の入力: 「医療機関等向け総合ポータルサイト」で運用開始日を登録する必要があります。これは「医療DX推進体制整備加算」の施設基準の一つです。
        ▪ システム事業者による運用テストや、レセコンのプログラム情報、PCのOS、回線種別などの申請情報が必要です。

: 医療機関や薬局との情報共有が進むことで、事務負担が軽減され、システム運用コストの削減につながります。
 は非常に有用です。令和6年能登半島地震では、保険証を持たない避難者の被保険者番号特定や、薬剤情報の閲覧が可能となり、スムーズな診療に貢献しました。

: 医療機関からはランニングコストや維持費に関する不安の声が多く、国が補助金や診療報酬上の加算で全額負担すべきとの提言があります。
: サイバー攻撃のリスクに対し、国が責任をもってセキュリティ対策を整備すべきとされています。

: 能登半島地震では光回線の断裂によりシステムが使えなくなった地域があり、訪問診療用のモバイル端末活用などの体制整備も必要です。

: オンライン資格確認、電子処方箋、電子カルテ情報共有サービスを備え、質の高い医療を提供する体制を評価する加算です。2024年6月から新設されました。
: オンライン請求、オンライン資格確認体制、医師が電子資格確認で取得した診療情報の閲覧・活用体制、電子処方箋発行体制（2025年3月末まで経過措置）、電子カルテ情報共有サービス活用体制（2025年9月末まで経過措置）、

: 2024年10月からは、マイナ保険証の利用率に応じて3段階の点数（加算1: 11点、加算2: 10点、加算3: 8点）に改定されます。例えば、2024年10月～12月末は、マイナ保険証利用率15%以上で加算1（医科11点）、10%以上で加算2（医科10点）、5%以上で加算3（医科8点）となります。
マイナポータル等の医療情報に基づき、患者からの健康管理相談に応じることが施設基準に追加されます。

: 2024年6月～11月までは、従来の保険証利用が3点（初診）、マイナ保険証利用が1点（初診）でしたが、2024年12月からは初診・再診・調剤すべて1点に統一されます。

を介して薬局と情報共有するものです。
: 2023年1月26日に運用が開始され、国はオンライン資格確認システムを導入した「概ねすべての医療機関・薬局」に2024年度中（2025年3月まで）の電子処方箋導入を目標としています。

: 患者が医療機関で電子処方箋を希望し、医師が処方箋内容を電子処方箋管理サービスに登録。患者は控えを受け取り、薬局で控えを提示すると薬剤師がサービスから内容を取得し調剤します。医療機関が電子処方箋に非対応でも、薬局が対応していれば調剤情報はマイナポータルに即時反映されます。

: 紙の処方箋の再入力が不要になり、入力ミスが回避され、業務効率化による人件費削減が期待されます。紙の処方箋の紛失リスクも減少し、保管コストも抑制されます。
: 処方内容に疑義がある場合の確認作業が軽減され、円滑な情報交換が可能になります。

        ▪ 吉川クリニック（東京都）では、周辺に導入が進まない中で率先して運用を開始し、重複投薬等のチェックによる過剰投与リスク軽減を実感しています。
        ▪ 福島県須賀川地域の薬局では、公立岩瀬病院との連携を通じて、電子処方箋の効果を実感しています。
        ▪ 広島県安佐地域では、病院と薬局が積極的に情報共有を行い、地域連携を強化した事例があります。

        ▪ 2024年2月時点での導入率は、医療機関全体で6%に留まります。ほとんどが薬局であり、病院での導入は32機関のみでした。薬局では、2025年3月9日時点で導入率が70%を超過しています。
        ▪ 都市部で導入率が高く、地方や中小規模の医療機関、個人経営の薬局では導入が遅れるなど、地域差が顕著です。

: システム導入や運用にかかる費用が課題であり、補助金の引き上げや国費による全面的な導入支援を求める声が多数出ています。
: 電子処方箋に対応できるベンダーとできないベンダーが存在し、システム全体の移管が難しいという問題があります。

: 機能強化の都度にシステム改修が必要となり、医療機関やベンダーに大きな負担が生じています。これにより、多くの病院で導入を見送る姿勢につながっています。
: 電子処方箋、電子カルテの全国共有、標準型電子カルテの導入を**「セットで実現すべき」**という提言もあり、これにより現場負担を大幅に軽減できる可能性があります。
: 患者情報の取り扱いに関する問題や保険適用範囲の拡大など、法的な課題も挙げられます。

        ▪ 国は、国民・患者向けに電子処方箋のメリット・意義を丁寧に周知し、マイナンバーカードの保険証利用と一体的に進める考えを示しています。
        ▪ モデル事業や地域での面的な拡大、リフィル処方箋や院内処方への対応など機能拡充に伴う課題の抽出・解消に努めるとされています。
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        ▪ 日本の医療機関で使われている電子カルテシステムは、ベンダーごとに情報の入出力方式などが異なり、医療機関間で情報共有が困難な現状があります。大病院以外の電子カルテ普及率は50%未満と高くありません。
「遅くとも2030年には、概ねすべての医療機関において、必要な患者の医療情報を共有するための電子カルテの導入を目指す」  としています。
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【研修内容詳細】 

【モジュール1：医療DXの基礎と全体像】（2時間）
１．１. 　DXとは何か、医療DXとは何か（１時間）
 ・DX（Digital Transformation)の定義
 ・医療DXの定義とゴール
 ・国の推進体制と目標

１．２．　日本の医療が抱える課題と医療DXの必要性（１時間）
 ・医療業界の現状と課題
 ・医療DX推進の大前提

【モジュール2：オンライン資格確認システムの仕組みと運用】（２．５時間）
２．１　マイナ保険証の役割と現状
 ・マイナ保険証とは
 ・患者側の主なメリット
 ・導入、普及における課題と対応

２．２．　オンライン資格確認システムの仕組みと運用（２．５時間）
: デジタル技術によって社会を「変革（トランスフォーム）」すること。

: 保健・医療・介護の各段階で発生する情報を最適化された基盤で活用し、関係者の業務・システム・データ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民の予防促進、より良質な医療・ケア、社会・生活の変革を目指す。具体的には、国民皆保険と地域医療を守り、安全で質の高い医療を実現し、医療従事者の負担を軽減して患者に寄り添える医療現場への変革がゴールと提唱されています。

        ▪ 2022年10月11日に「医療DX推進本部」が設置され、国を挙げて強力に推進する体制が構築されています。
        ▪ 2023年6月に「医療DXの推進に関する工程表」が公表され、2030年を目標とした取り組み内容とスケジュールが示されました。
        ▪ 医療DXは、国民の健康増進、切れ目なく質の高い医療の効率的提供、医療機関等の業務効率化、システム人材等の有効活用、医療情報の二次利用の環境整備という5つの目標の実現を目指しています。

: デジタル技術によって社会を「変革（トランスフォーム）」すること。
: 保健・医療・介護の各段階で発生する情報を最適化された基盤で活用し、関係者の業務・システム・データ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民の予防促進、より良質な医療・ケア、社会・生活の変革を目指す。具体的には、国民皆保険と地域医療を守り、安全で質の高い医療を実現し、医療従事者の負担を軽減して患者に寄り添える医療現場への変革がゴールと提唱されています。

        ▪ 2022年10月11日に「医療DX推進本部」が設置され、国を挙げて強力に推進する体制が構築されています。
        ▪ 2023年6月に「医療DXの推進に関する工程表」が公表され、2030年を目標とした取り組み内容とスケジュールが示されました。
        ▪ 医療DXは、国民の健康増進、切れ目なく質の高い医療の効率的提供、医療機関等の業務効率化、システム人材等の有効活用、医療情報の二次利用の環境整備という5つの目標の実現を目指しています。

: デジタル技術によって社会を「変革（トランスフォーム）」すること。
: 保健・医療・介護の各段階で発生する情報を最適化された基盤で活用し、関係者の業務・システム・データ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民の予防促進、より良質な医療・ケア、社会・生活の変革を目指す。具体的には、国民皆保険と地域医療を守り、安全で質の高い医療を実現し、医療従事者の負担を軽減して患者に寄り添える医療現場への変革がゴールと提唱されています。

        ▪ 2022年10月11日に「医療DX推進本部」が設置され、国を挙げて強力に推進する体制が構築されています。
        ▪ 2023年6月に「医療DXの推進に関する工程表」が公表され、2030年を目標とした取り組み内容とスケジュールが示されました。
        ▪ 医療DXは、国民の健康増進、切れ目なく質の高い医療の効率的提供、医療機関等の業務効率化、システム人材等の有効活用、医療情報の二次利用の環境整備という5つの目標の実現を目指しています。


